
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栃木県環境森林部気候変動対策課 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業

補助金申請の手引き 



 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金の申請及び受給をされる皆様へ 

 

 個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金（以下「本補助金」という）は、公的資金

を財源としておりますので、社会的にその適正な執行が強く求められており、本県としまし

ては、不正行為に対しては厳正に対処しております。 

 従いまして、本補助金の交付申請をされる方におかれましては、以下の点について十分認

識された上で、申請手続きを行っていただくようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本手引きに記載された、補助金の申請から受給にかかる手続き及び必要書類等並び

に事業終了後の責務等についても十分確認された上で、本補助金の申請手続きを行っていた

だくようお願いします。 

1. 本補助金に関係する全ての提出書類には、いかなる理由があっても、その

内容に虚偽の記述を行わないでください。 

2. 次の場合は、本補助金の対象になりません。 

・本補助金の交付決定前に、工事に着手した場合 

・国から経費の全部又は一部を補助されるもの 

3. 本補助金で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を当該資産の処

分制限期間（法定耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用・

売却・譲渡・交換・貸与・廃棄又は担保に供することをいう）しようとす

るときは、事前に処分内容について承認を受けなければなりません。ま

た、その際、補助金の返還が発生する場合があります。 
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１ 事業の概要 

 

（１）目的 

 本事業は、補助金を交付することにより、県民による太陽光発電設備及び蓄電池の一体的な導

入を促進し、県内における温室効果ガス排出量の削減を図ることを目的としています。 

 

（２）補助の概要 

① 補助対象者（申請者） 

県内の自己居住用の住宅に、新たに太陽光発電設備及び蓄電池を一体的に導入する県民で、次

のいずれにも該当するものです。 

・県税の滞納がないこと 

・暴力団排除にかかる誓約ができること 

※ 補助対象者の代わりに、太陽光発電設備等を設置する者等を手続代行者として、交付申請・実績

報告・事業変更の承認申請・事業の廃止届出等の事務手続を進めることができます。 

※ 手続代行者が手続の代行を通じて知り得た個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成 15年

法律第 57号）に従って取り扱うこととします。 

※ 不正行為が認められたときは、手続代行者の名称と不正行為を公表し、当分の間手続の代行がで

きないものとします。 

 

② 補助対象設備※ 

太陽光発電設備及び蓄電池 

    ※ 太陽光発電設備・蓄電池を一体的に導入する場合に限り補助対象（それぞれ単体の導入は補助対

象外） 

 

③ 補助率、算出方法及び上限額 

【太陽光発電設備】 

・補助率：７万円/kW（定額） 

・算出方法：太陽光発電設備出力※×補助率 

 ※ 太陽光パネルとパワーコンディショナーの出力のうちいずれか小さい値 

・補助上限：４kW（28万円） 

 

【蓄電池】 

 ＜定置用の場合＞ 

・補助率：補助対象経費※１※２の１/３ 

 ※１ 補助対象経費：蓄電池本体、蓄電池用パワーコンディショナー及び工事費 

 ※２ 補助対象経費の単価が 15万５千円/kWh以下の場合のみ補助対象 

・補助上限：５kWh（25万５千円） 

 

＜車載型（外部給電が可能な車両及び V2H充電設備）の場合＞ 

・補助率：車 両 蓄電容量×２万円/kWh 

 V 2 H 本体価格（税抜き）×１/２ 

・補助上限：国が行う「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」（以下「CEV補助金」とい  

う。）の銘柄ごとの補助金交付額 

－車 両 https://www.cev-pc.or.jp/hojo/pdf/R4ho/R4ho_meigaragotojougen_2.pdf 

－V 2 H https://www.cev-pc.or.jp/hojo/pdf/R4ho/R4ho_v2h_meigaragotojougen.pdf 

 

 

 

https://www.cev-pc.or.jp/hojo/pdf/R4ho/R4ho_meigaragotojougen_2.pdf
https://www.cev-pc.or.jp/hojo/pdf/R4ho/R4ho_v2h_meigaragotojougen.pdf
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補助要件 

【共通（太陽光発電設備・蓄電池）】 

(1) 未使用の設備を導入すること。 

(2) 太陽光発電設備と蓄電池を一体的に導入すること。 

(3) リース設備（PPA含む）でないこと。 

 

【太陽光発電設備】 

(1) 本事業により導入する太陽光発電設備で発電する電力量の 30％以上を自家消費すること。 

(2) 発電量を計測する機器を備えること。 

(3) 再エネ特措法第９条第４項に基づく固定価格買取（FIT）制度又はFeed in Premium（FIP）

制度の認定を受けないこと。 

  ※ FIT又はFIP 制度の適用を受けない、電気事業者との個別契約（相対契約）による余剰電力の

売電は可とします。 

(4) 電気事業法（昭和39年法律第170号）第２条第１項第５号ロに定める接続供給（自己託送）

を行わないこと。 

(5) 再エネ特措法に基づく「事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）」（資源エネルギー庁）

に定める遵守事項等に準拠して事業を実施すること（ただし、専らFITの認定を受けた者に対

するものを除く）。 

   ＜資源エネルギー庁＞事業計画策定ガイドライン（太陽光発電）：

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/

guideline_sun.pdf 

 

【蓄電池】 

＜定置型の場合＞ 

(1) 申請時点において、国の補助事業における補助対象機器として、一般社団法人環境共創イ

ニシアチブ（以下「SII」という。）により登録されている製品であること。 

 ＜SII＞蓄電システム登録済製品一覧：https://sii.or.jp/zeh/battery/search 

(2) 蓄電容量（SIIに登録されている蓄電容量）１kWhあたりの価格（本体、蓄電池に係るパワ

ーコンディショナー及び蓄電池設置に係る工事費（税抜き））が15万5千円以下であること。 

(3) １台あたりの蓄電池の容量が4,800Ah･セル※未満であり、かつJEM規格で定義された初期実

効容量が１kWh以上であること。 

  ※ リチウムイオン電池の場合は17.76kWh 

(4) 太陽光発電設備により発電した電気を蓄電するものであり、停電時にのみ利用する非常用

予備電源ではなく、平時において充放電を繰り返すことを前提とした設備であること。 

(5) 次の要件をすべて満たしていること。 

 (ｱ) 蓄電池パッケージ 

   蓄電池部とパワーコンディショナー等の電力変換装置から構成されるシステムであり、 

蓄電システム本体機器を含むシステム全体を一つのパッケージとして取り扱うものであること。 

 (ｲ) 性能表示基準 

   初期実効容量、定格出力、出力可能時間、保有期間、廃棄方法、アフターサービス等に

ついて、所定の表示がなされていること。所定の表示は次のものをいう。 

  (a) 初期実効容量 

    製造業者が指定する工場出荷時の蓄電システムの放電時に供給可能な交流側の出力容

量のこと。 

  (b) 定格出力 

    蓄電システムが連続して出力を維持できる製造事業者が指定する最大出力とする。 

  (c) 出力可能時間 

    蓄電システムを、指定した一定出力にて運転を維持できる時間とする。このときの出

力の値は製造事業者指定の値でよい。 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_sun.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/dl/fit_2017/legal/guideline_sun.pdf
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  (d) 保有期間 

    法定耐用年数の期間、適正な管理・運営を図ること。 

  (e) 廃棄方法 

    使用済み蓄電池を適切に廃棄、又は回収する方法について登録対象機器の添付書類に

明記されていること。蓄電池部分が分離されるものについては、蓄電池部の添付書類に

明記されていること。 

  (f) アフターサービス 

    国内のアフターサービス窓口の連絡先について、登録対象機器の添付書類に明記され

ていること。 

(ｳ) 蓄電池部安全基準 

     (a) リチウムイオン蓄電池の場合：蓄電池部が「JIS C8715-2」に準拠したものであること。 

   ※ 平成28（2016）年３月末までに、平成26（2014）年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電

池導入支援事業の指定認証機関から「SBA S1101:2011（一般社団法人電池工業会発行）とそ

の解説書」に基づく検査基準による認証がなされている場合、「JIS C8715-2」と同等の規格

を満足した商品であるとみなす。 

    (b) リチウムイオン蓄電池以外の場合：蓄電池部が平成26年4月14日消防庁告示第10号「蓄

電池設備の基準第二の二」に記載の規格に準拠したものであること。 

(ｴ) 蓄電システム部安全基準（リチウムイオン蓄電池の場合のみ） 

蓄電システム部が「JIS C4412-1」又は「JIS C4412-2」に準拠したものであること。 

※「JIS C4412-2」における要求事項の解釈等は「電気用品の技術基準の解釈別表第八」に準

拠すること。 

※ 平成28年３月末までに、平成26年度（補正）定置用リチウムイオン蓄電池導入支援事業の

指定認証機関から「蓄電システムの一般及び安全要求事項」に基づく検査基準による認証が

なされている場合、「JIS C4412- 1」又は「JIS C4412-2」と同等の規格を満足した製品で

あるとみなす。 

 (ｵ) 震災対策基準（リチウムイオン蓄電池の場合のみ） 

   蓄電容量が10kWh未満の場合、第三者認証機関の製品審査により、「蓄電システムの震災

対策基準」の製品審査に合格したものであること。 

  ※ 第三者認証機関は、電気用品安全法国内登録検査機関であり、かつ、IECEE-CB制度に基づく

国内認証機関（NCB）であること。 

 (ｶ) 保証期間 

   メーカー保証及びサイクル試験による性能の双方が10年以上の蓄電システムであること。 

  ※１当該機器製造事業者及び蓄電システムの製造を製造事業者に委託し、自社の製品として販売

する事業者の保証を除き、当該機器製造事業者以外の保証（販売店保証等）はメーカー保証

とは認められない。 

  ※２メーカー保証期間内の保証費用は無償であること。 

 

＜車載型の場合＞ 

 (1) 国が行う「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金」（以下「CEV補助金」という。）の交

付対象となる車両及びV2H充放電設備の導入であること。 

  ＜一般社団法人 次世代自動車振興センター＞CEV補助金交付対象設備： 

   -車 両 https://www.cev-pc.or.jp/newest/ev.html 

   -V 2 H https://www.cev-pc.or.jp/hojo/v2h.html?tab=2#V2H 

 (2) 原則として太陽光発電設備により発電した電気を充給電するものであること。 

(3) CEV補助金の交付を受けないものであること。 

   

④ 環境価値の取扱い 

補助対象者は、補助対象事業の実施により取得した温室効果ガス削減効果（環境価値）につい

て、Ｊクレジットの登録を行わないこと。 

https://www.cev-pc.or.jp/newest/ev.html
https://www.cev-pc.or.jp/hojo/v2h.html?tab=2#V2H
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⑤ 導入設備の利用実績の報告 

補助対象者は、補助対象事業が完了した日が属する月の翌月１日から６か月の二酸化炭素削減

効果等について、報告対象期間の最終月の翌月末※１までに、利用実績報告書（様式第 21号）に

より報告※２すること。 

※１ （事例）令和５年 11月 23日に補助対象事業が完了した場合 

       - 報告対象期間：令和５年 12月１日～令和６年５月 31日 

       - 報 告 期 限：令和６年６月 30日 

※２ 毎月の太陽光の発電量及び自家消費割合がわかる写真（メーター等）を添付してください。 

 

⑥ その他 

・ 交付申請については、補助対象設備により発電した電力を供給する住宅につき一回限りとする。 

・ 交付決定後に工事に着工※１するものとする。 

・ 原則として、当該補助対象設備に関する国の補助金※２や助成金等との併用はできません。 

・ 補助対象事業により整備した設備等は、原則として、法定耐用年数※３期間中は財産処分しては

ならないものとする。なお、補助対象設備の導入後、法定耐用年数期間において、補助対象設備

を処分（本補助金の目的に反しての使用・売却・譲渡・交換・廃棄・貸与、または担保に供する

ことをいう）しようとする場合は、知事の承認を受けること。これに伴い、知事から補助対象設

備に係る補助金の全部又は一部の請求を受けた場合においては、これに応じること。 

・ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合において

は、速やかに、知事に報告してその指示を受けること。 

・ 補助対象者は、知事が補助金の交付義務の適正かつ円滑な運営を図るために、報告を求め、

又は現地調査を行おうとするときは、遅滞なくこれに応じること。 

・ 補助事業の内容の変更をする場合は、知事の承認を受けること。 

・ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。 

※１ 交付決定前に契約・発注を行うことは認めます。ただし、本事業の実施要綱等の施行日以降

（令和５(2023)年４月１日）の契約・発注に限ります。 

※２ 主な国補助金との併用可否 

 

 

 

注）蓄電池に係る国補助金の交付を受けない場合に限り併用可 

※３ 法定耐用年数：減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号（以下

「大蔵省令」という））による。 

 

 

 

 

 

注１ 大蔵省令 別表第二（機械及び装置の耐用年数表）の「電気業用設備」、「その他の設備

（主たる金属製のもの）」に該当する場合 

注２ 大蔵省令 別表第一（機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表）の「建物付帯

設備」、「電気設備（照明設備を含む）」、「蓄電池電源設備」に該当する場合 

注３ 大蔵省令 別表第一（機械及び装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表）の「車両及び

運搬具」、「前掲のもの以外のもの」、「自動車（二輪又は三輪自動車を除く。）」、「その他の

もの」、「その他のもの」に該当する場合 

所管省庁 環境省 経済産業省 国土交通省 

補助金名 ｽﾄﾚｰｼﾞﾊﾟﾘﾃｨ ZEH 補助金 ZEH+補助金 
こどもエコ住まい 

（新築） （ﾘﾌｫｰﾑ） 

併用可否 × △注 △注 ○ △注 

 

設備名 法定耐用年数 

太陽光発電設備 17年注１ 

蓄電池 

定置用 － ６年注２ 

車載型 
車両 ６年注３ 

V2H ６年注２ 
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（３）手続きの流れ 

   本事業の一般的な手続きの流れは、以下のとおりです。 

時期等 県 書類等 申請者 

 

５月１日 

受付開始 

10月 31日 

受付終了 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２月２日 

実績報告書 

提出期限 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象事業 

完了の約６か月後 

  

 

 

報告書受付 

 

完了検査 

 

補助金を請求 

 

 

補助金支払い 

 

利用状況の確認 

 

 

補助金受領 

 

 

 

利用状況の報告 

 

 

 

請求書受付 

 

現地調査対応 

 

補助金額の確定 

 

完了検査対応 

 

現地調査 

 

 

申請書提出 

 

申請書受付 

 

 

審査・採択 

 

交付決定通知書 

交付申請書 

実績報告書提出 

工事完了・支払完了 

 

※様式第 7号及び添付書類 

 

※様式第９号 

 

実績報告書 

 

額の確定通知書 

 

利用状況報告書 

補助金請求書 

 

※様式第 1～4号及び添付書類 

 

※設備導入後６か月のエネルギー使用量 

 

※様式第 10号 

 

※事業完了後 30日以内、又は２月２日 

のいずれか早い日までに提出 

 

※様式第 5号 

 

※様式第８号 

 

※必要に応じて実施 

 

※必要に応じて現地調査を実施 

 

※先着順 

 

工事着工 
(事業着手) 
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２ 交付申請 

（１）受付期間 

補助金の交付申請書の受付期間は次のとおりです。 

 

 

（２）申請書の提出 

① 申請に必要な書類は、次のとおりとし、「正本１部」を提出してください。 

 なお、申請書の写し等の交付は行いませんので、申請書の控えはご自身で御用意ください。 

番号 提出書類 

１ 交付申請書 様式第１号※１ 

２ 電力消費量等計画書 様式第２号※１ 

３ 誓約書 様式第３号※１ 

４ 補助対象事業の実施に係る同意書※２ 様式第４号※１ 

５ 見積書及び見積内訳書の写し又は契約書及び契約内訳書の写し※３ 添付資料１ 

６ 設置する土地・建物の全部事項証明書※４※５ 添付資料２ 

７ （既築住宅の場合）住民票※５ 添付資料３ 

８ 

納税証明書（栃木県税に滞納がないことの証明書、次の①及び②） － 

①県税事務所（自動車税等）で発行されるもの※５※６ 添付資料４ 

②市町役場（個人県民税）で発行されるもの※５※６ 添付資料５ 

９ 設置する太陽光発電設備及び蓄電池の仕様がわかるもの(カタログ等) 添付資料６ 

10 発電量を計測する装置の仕様がわかるもの（カタログ等） 添付資料７ 

11 機器設置前の現況写真 添付資料８ 

12 発電量及び自家消費量に係る根拠書類（シミュレーション等） 添付資料９ 

13 
(国の補助金を利用する場合)太陽光発電設備等について補助を受けてい

ないことが確認できる書類 
添付資料10 

14 その他県が必要と認める書類 － 

  ※１ 様式は栃木県ホームページからダウンロードすること。 

  ※２ 補助対象者と補助対象設備を設置する土地又は家屋の所有者が異なる場合は、同意

者の署名もしくは記名押印が必要 

  ※３ 見積書（契約書）及び見積書（契約書）内訳について 

➢  見積書は、１者のみでも差し支えない。 

➢  見積書は、申請書提出時点において、有効期限内であるものを提出する。 

➢  設備・工事の内容がわかるものとする。（「○○工事一式」等の記載は不可） 

  ※４ 電子申請により取得したものは受付不可 

  ※５ 発行日より３か月以内の原本。ただし、県が行うゼロエネルギー住宅導入支援事業

補助金（以下「ＺＥＨ補助金」）と同時に申請する場合には、いずれか一方への提出で

可とします。 

  ※６ 課税がない等の理由により滞納額がないことの納税証明書が交付されない場合はそ

の旨を記した書面（任意様式）が必要 

 

受付期間 令和５(2023)年５月１日（月）から 10月 31日（火）まで 
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② 申請書等の提出方法は、持参又は郵送（書留等の配達記録が確認できるものに限る）としま

す。 

③ 提出された申請書は、書類の不足や記載内容の不備等について確認し、不備・不足がないも

のについて受理します。 

④ 書類等には、修正液、修正テープ等を使用しないでください。 

⑤ 書類等は、片面記載とし（両面印刷・コピー不可）、ダブルクリップで綴じてください 

（ホチキス等不可）。 

⑥ 提出された書類等は、原則として返却しません。 

 

（３）交付決定 

  審査後、当該申請の交付決定又は不交付決定を申請者に通知します。 

 

３ 事業実施 

（１）補助対象事業着手 

交付決定の通知を受けた申請者は、速やかに事業に着手してください。 

なお、交付決定前に補助対象設備の工事に着工した場合は、補助対象外となりますので

ご注意ください。※ 交付決定前の契約・発注は認めます。 

 

（２）補助対象事業の内容変更 

交付決定の通知後、次に掲げる事項について変更しようとする際は、事業変更承認申請

書（様式第 11号）に交付申請書（様式第１号）を添えて知事に提出し、その承認を得る

必要があります。なお、この場合において、当該変更による申請金額の増額は認められま

せん。 

＜変更前に提出を行うもの＞ 

①出力変更を伴う太陽光発電設備の変更 

②蓄電容量又は補助対象経費の変更を伴う蓄電池の変更 

＜変更後に提出を行うもの＞ 

③交付決定者の氏名又は住所の変更 

 

（３）補助対象事業の廃止 

補助対象事業を廃止しようとするときは、事業廃止（中止）承認申請書（様式第15号）を

知事に提出し、承認を得る必要があります。 
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４ 実績報告等 

（１）実績報告  

申請者は、補助対象事業が完了（工事が完了し、かつ施工業者等への支払いが完了）した

ときは、次の期日までに、以下に掲げる書類を「正本１部」提出してください。 

 

 

 

 

番号 提出書類 

１ 実績報告書 様式第７号※１ 

２ 交付決定通知書の写し 添付書類１ 

３ （新築住宅の場合）住民票※２ 添付資料２ 

４ 請求書及び領収書の写し※３ 添付資料３ 

５ 設備の確定仕様がわかるもの（納品書等） 添付資料４ 

６ 設備の稼働が確認できるもの（計測モニターの写真等） 添付資料５ 

７ 設備の設置が確認できる写真※４ 添付資料６ 

８ 売電先との電力受給契約書※５ 添付資料７ 

９ その他県が必要と認める書類  

   ※１ 様式は、栃木県ホームページからダウンロードしてください。 

   ※２ 発行日より３か月以内の原本。ただし、県が行う ZEH補助金と同時に申請する場合

には、いずれか一方への提出で可とします。 

   ※３ 請求書の写し及び領収書の写しを提出してください。なお、領収書が無い場合は、

補助事業に要した費用と同額を振り込んだことが分かる書類等（振込受付書等及び

振り込んだ事実が確認できる通帳の写し等）を提出してください。 

   ※４ ① 設置した設備の全景写真 

       太陽光パネルの設置枚数、パワーコンディショナー及び蓄電池の設置台数がわか

る写真 

       ② 設置した設備の型式が確認できる写真 

       太陽光パネル、パワーコンディショナー及び蓄電池の型式がわかる写真 

   ※５ 余剰電力の売電を一切行わず、電力受給契約書を締結しない場合には、余剰電

力の売電を行わないことを誓約する書面（様式任意）を提出してください。 

 

（２）完了検査 

提出された実績報告書により、書面にて完了検査を実施します。なお、必要と判断した場

合には現地調査を実施します。主な確認項目は、以下のとおりです（詳細な方法は別途お知

らせします）。 

➢ 導入設備の設置状況 

➢ 導入設備のエネルギー使用量及び発電電力量を計測する機器の設置状況及び計測状況 

➢ 事業費の支払状況 

 

実績報告の提出期限 

補助事業完了後 30日以内又は令和６(2024)年２月２日（金）のいずれか早い日 
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（３）補助金の額の確定 

完了検査等の結果、補助対象事業が適正に実施されていると認められた場合は、県は交

付する補助金の額を確定し、申請者に通知します。 

 

（４）補助金の請求 

額の確定通知を受けた申請者は、別途指定する期日までに補助金請求書（様式第10号）

に、振込先の口座内容がわかる書類（通帳等の写し等）を添付して提出してください。 

 

（５）補助金の経理等 

申請者は、補助対象事業の経費にかかる収支簿を備え、その収支にかかる証拠書類（契

約書、領収書等）を整備してください。 

なお、収支簿等は、補助対象事業が完了した日の属する年度の翌年度から５年間保存し

てください。 

 

５ 補助対象事業終了後における申請者の責務等 

（１）導入設備の利用状況報告書の提出 

申請者は、導入した設備の発電量や自家消費率等を次のとおり報告してください。 

・報告対象期間 補助事業が完了した日が属する月の翌月１日から６か月 

・報告期限   報告対象期間が終了した翌月末 

・報告様式   利用状況報告書（様式第 10号）※ 

 ※ 毎月の発電量及び自家消費率がわかる写真（メーター等）を添付してください。 

 

（２）環境価値の取引の制限 

補助対象者は、補助対象事業の実施により取得した温室効果ガス削減効果（環境価値）

について、Ｊクレジットの登録を行わないこと。 

 

（３）取得財産の処分の制限  

本補助金で取得又は効用の増加した財産（取得財産等）を当該資産の処分制限期間（法定

耐用年数）内に処分（補助金の交付目的に反して使用し、売却し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供することをいう）しようとするときは、事前に処分内容について承認を受

けること。なお、その際、補助金の全部又は一部の返還を求めることがあります。 
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６ 記入例 

 

 

様式第１号の１（第３条関係） 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金交付申請書 

 

  ○○○○年○○月○○日 

  栃木県知事 様 

 

 個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添え

て申請します。 

申 請 者 
氏 名 栃木 太郎 連 絡 先 ○○○○－○○－○○○○ 

住 所 ○○市○－○○ 

設備の設置場所 

（発電電力の供給先） 
○○市○－○○ 

住 宅 の 区 分 ☑既存住宅（太陽光未設置の建売住宅を含む） □新築住宅 

事 業 予 定 着 手 予 定 日  ○○○○年○○月○○日 完 了 予 定 日 ○○○○年○○月○○日 

太陽光発電設備 

太陽光パネル 合 計 出 力 5.0 kW 

パワーコンディショナー 合 計 出 力  4.0 kW 

採 用 出 力※２ (A)  4.0 kW 

補 助 金 の 額 【 ( A ) × 7 0 , 0 0 0 円 】 ※ １ (B) 
280,000 円 

※補助上限は 280,000 円 

余剰電力の売電有無  ☑有  □無 売電先（有の場合） ○○電力株式会社 

定 置 型 蓄 電 池 

１台当たりの蓄電容量※２ 5.00 kWh 

設 置 台 数 1 台 

蓄 電 容 量 (C) 5.00 kWh 

補助対象経費 

（ 税 抜 き ） 

設  備   費 ※３ (D) 500,000 円 

工   事   費 ※４ (E) 250,000 円 

価 格 / k W h ｛ (D)＋(E) ｝÷ (C) (F) 
150,000 円 

※155,000 円以下の場合に限り補助対象 

補 助 金 の 額 【 (F)×1/3×(C) 】※２ 

蓄電池容量が 5 kWhを超える場合は 

【｛ (F)×1/3×5 】 

(G) 250,000 円 

補助金交付申請額【 （Ｂ）＋（Ｇ） 】  530,000 円 

国 の 補 助 金 の 

利 用 状 況 等 

利 用 有 無 ☑有   □無 
状 況 

（ 有 の 場 合 ） 
申請予定 

補 助 金 名 

（有の場合） 
【国交省】こどもエコすまい（リフォーム） 

確 認 事 項 

（有の場合） 
 ☑国の太陽光発電設備等への補助金の交付は受けません。  

手 続 代 行 者 

事 業 者 名 ○○○○株式会社 ○○支店 

所 在 地 ○○○市○－○○－○○ 

責 任 者 名 支店長 ○○ ○○ 

担 当 者  
氏名 電話番号 メールアドレス 

○○ ○○ ○○○○－○○－○○○○ ○○○＠○○.jp 

※１…太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ公称最大出力の合計とﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ-定格出力合計の低い方を記載すること（小数点第２位未満切捨）。 
※２…補助金の額は 1,000 円未満を切り捨てる。 
※３…SII に登録されている蓄電容量を記載すること（小数点第２位未満切捨）。 

※４…蓄電池に接続するﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ分を含む。 
※５…蓄電池の設置に係る工事費用のみとする。 
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様式第１号の２（第３条関係） 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金交付申請書 

 

  ○○○○年○○月○○日 

  栃木県知事 様 

 

 個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添え

て申請します。 

申 請 者 
氏 名 栃木 太郎 連 絡 先 ○○○○－○○－○○○○ 

住 所 ○○市○－○○ 

設 備 の 設 置 場 所 ○○市○－○○ 

住 宅 の 区 分 ☑既存住宅（太陽光未設置の建売住宅を含む） □新築住宅 

事 業 予 定 着手予定日 ※ １ ○○○○年○○月○○日 完 了 予 定 日 ※ ２ ○○○○年○○月○○日 

太 陽 光 発 電 設 備 

工事着工予定日 ○○○○年○○月○○日 工 事 完 了 予 定 日 ○○○○年○○月○○日 

太陽光パネル 合 計 出 力 5.0 kW 

パワーコンディショナー 合 計 出 力  4.0 kW 

採 用 出 力 ※３ (A)  4.0 kW 

補助金の額【(A)×70,000 円】※４ (B) 
280,000 円 

※補助上限は 280,000 円 

余剰電力の売電有無  ☑有  □無 売電先（有の場合） ○○電力株式会社 

車載型蓄電池 

車 両 

登 録 予 定 日 ○○○○年○○月○○日 納 車 予 定 日 ○○○○年○○月○○日 

メーカー名・車種・型式 ※５ 
メーカー名 車種 型式 

○○ ○○○ ○○○ 

蓄 電 容 量 ※６ (C) 40 kWh 

補助金の額【(C)×20,000 円】※４,※７ (D) 800,000 円 

V 2 H 

工事着工予定日  ○○○○年○○月○○日 工事完了予定日 ○○○○年○○月○○日 

メーカー名・型式 ※５ 
メーカー名 型式 

○○ ○○○ 

補助対象経費（本体価格、税抜き）※８ (E)  1,100,000 円 

補助金の額【(E)×1/2】※４,※７ (F) 550,000 円 

補助金交付申請額【 （Ｂ）＋（Ｄ）＋（Ｆ） 】 1,630,000 円 

確 認 事 項 ☑ 国のＣＥＶ補助金の申請はしておりません。 

手 続 代 行 者 

事 業 者 名 ○○○○株式会社 ○○支店 

所 在 地 ○○○市○－○○－○○ 

責 任 者 名 支店長 ○○ ○○ 

担 当 者  
氏名 電話番号 メールアドレス 

○○ ○○ ○○○○－○○－○○○○ ○○○＠○○.jp 

※１…補助対象事業のうち最も早く事業に着手する予定日を記載すること。 
※２…すべての補助対象事業が完了する予定日または支払いが完了する予定日のうち遅い方を記載すること。 
※３…太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ公称最大出力の合計とﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ-定格出力合計の低い方を記載すること（小数点第２位未満切捨）。 
※４…補助金の額は 1,000 円未満を切り捨てる。 
※５…「CEV 補助金」の（別表１）銘柄ごとの補助金（交付上限）額を参照の上記載すること。 
※６…バッテリーの総電力量を記載すること。 
※７…「CEV 補助金」の銘柄ごとの補助金交付額を上限とする。 
※８…V2H 設置に係る工事費は含まない。 
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様式第２号（第３条関係） 

電力消費量等計画書 

１ 月別発電量等 

 ①発電量見込 ②自家消費電力量見込 ③自家消費率(②/①×100) 

11 月 328 kWh 186 kWh － 

12 月 305 kWh 191 kWh － 

１月 267 kWh 214 kWh － 

２月 273 kWh 220 kWh － 

３月 306 kWh 259 kWh － 

４月 315 kWh 289 kWh － 

合計 1,794 kWh 1,359 kWh 75.75 ％ 

 ２ 導入効果（二酸化炭素排出削減量）見込 

 系統電力年間消費量 二酸化炭素排出量 

効 果  1,794 kWh 0.82 t-CO2 
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様式第３号（第３条関係） 

誓 約 書 

 

 申請者は、個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業実施要綱第３条第１項第２号のいずれかにも

該当せず、将来にわたっても該当しない者であることをここに誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

 なお、必要な場合には、下記の事項について栃木県警察本部に照会することについて承諾します。 

 

 

 

 

○○○○年○○月○○日  

 

（宛先） 

栃木県知事 様 

 

 

住 所 ○○市○－○○ 

氏 名
（ ふ り が な ）

 栃木
と ち ぎ

 太郎
た ろ う

 

生年月日 ○○○○年○○月○○日 
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様式第４号（第３条関係）  

 

補助対象事業の実施に係る同意書 

 

   年  月  日 

栃木県知事 様 

 

住 所 

 

氏 名 

 

 個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業実施要綱及び個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業

補助金交付要領を確認の上、上記申請者による補助金交付申請に同意します。 

 

【同意する不動産の所在地、所有者】※自署の場合は捺印不要 

＜土地＞ 

・所在地（該当地番全て記載） 

 ○○市○－○○、×－×× 

 

・所有者 

 （住所）○○市○－○○○ 

  （氏名）○○ ○○         印 

 

＜建物＞ 

・所在地 

 ○○市○－○○ 

 

・家屋番号 

 ○－○○ 

 

・所有者  

 （住所）○○市○－○○○ 

 （氏名）○○ ○○         印 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補助対象者※と土地又は建物の所有者が異なる場合に提出 

署名でない場合に限り、土地又は建物の所有者の押印が必要 
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様式第７号の１（第６条関係） 

 

実績報告書 

 

  ○○○○年○○月○○日 

  栃木県知事 様 

 

  ○○○○年○○月○○日付け栃木県指令気対第○○号により補助金の交付決定を受けた個人住宅

用太陽光発電設備等導入支援事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。 

申 請 者 
氏 名 栃木 太郎 連 絡 先 ○○○○－○○－○○○○ 

住 所 ○○市○－○○ 

設 備 の 設 置 場 所 

（発電電力の供給先） 
○○市○－○○ 

住 宅 の 区 分 ☑既存住宅（太陽光未設置の建売住宅を含む） □新築住宅 

事 業 予 定 着 手 日  ○○○○年○○月○○日 完 了 日 ○○○○年○○月○○日 

太 陽 光 発 電 設 備 

太陽光パネル 合 計 出 力 5.0 kW 

パワーコンディショナー 合 計 出 力  4.0 kW 

採 用 出 力※１ (A)  4.0 kW 

補助金の額【 ( A )× 7 0 , 0 0 0 円】 ※ ２ (B) 
280,000 円 

※補助上限は 280,000 円 

余剰電力の売電有無  ☑有  □無 売電先（有の場合） ○○電力株式会社 

定 置 型 蓄 電 池 

１台当たりの蓄電容量 ※３ 5.00 kWh 

設 置 台 数 1 台 

蓄 電 容 量 (C) 5.00 kWh 

補助対象経費 

（ 税 抜 き ） 

設  備   費 ※４ (D) 500,000 円 

工   事   費 ※５ (E) 250,000 円 

価 格 / k W h ｛ (D)＋(E) ｝÷ (C) (F) 
150,000 円 

※155,000 円以下の場合に限り補助対象 

補 助 金 の 額 【 (F)×1/3×(C)  

蓄電池容量が 5 kWhを超える場合は 

【｛ (F)×1/3×5 】 

(G) 250,000 円 

補助金交付申請額【 （Ｂ）＋（Ｇ） 】  530,000 円 

国 の 補 助 金 の 

利 用 状 況 等 

利 用 有 無 ☑有   □無 
状 況 

（ 有 の 場 合 ） 
申請予定 

補 助 金 名 

（有の場合） 
【国交省】こどもエコすまい（リフォーム） 

確 認 事 項 

（有の場合） 
 ☑国の太陽光発電設備等への補助金の交付は受けません。  

手 続 代 行 者 

事 業 者 名 ○○○○株式会社 ○○支店 

所 在 地 ○○○市○－○○－○○ 

責 任 者 名 支店長 ○○ ○○ 

担 当 者  
氏名 電話番号 メールアドレス 

○○ ○○ ○○○○－○○－○○○○ ○○○＠○○.jp 

※１…太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ公称最大出力の合計とﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ-定格出力合計の低い方を記載すること（小数点第２位未満

切捨）。 

※２…補助金の額は 1,000 円未満を切り捨てる。 
※３…SII に登録されている蓄電容量を記載すること（小数点第２位未満切捨）。 

※４…蓄電池設備の設置に伴う附帯設備（太陽光発電設備を除く）分を含む。 
※５…蓄電池設備の設置に係る費用のみとする。 

県から交付された「交付決定通知書」から転記 

工事完了日と支払完了日を比較し、 

遅い方の日付を記載 
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様式第７号の２（第６条関係） 

 

実績報告書 

 

  ○○○○年○○月○○日 

  栃木県知事 様 

 

  ○○○○年○○月○○日付け栃木県指令気対第○○号により補助金の交付決定を受けた個人住宅

用太陽光発電設備等導入支援事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。 

申 請 者 
氏 名 栃木 太郎 連 絡 先 ○○○○－○○－○○○○ 

住 所 ○○市○－○○ 

設 備 の 設 置 場 所 ○○市○－○○ 

住 宅 の 区 分 ☑既存住宅（太陽光未設置の建売住宅を含む） □新築住宅 

事 業 予 定 着 手 日 ※ １ ○○○○年○○月○○日 完 了 日 ※ ２ ○○○○年○○月○○日 

太 陽 光 発 電 設 備 

工事着工予定日 ○○○○年○○月○○日 工 事 完 了 予 定 日 ○○○○年○○月○○日 

太陽光パネル 合 計 出 力 5.0 kW 

パワーコンディショナー 合 計 出 力  4.0 kW 

採 用 出 力 ※３ (A)  4.0 kW 

補助金の額【 ( A )×70, 000 円】※ ４ (B) 
280,000 円 

※補助上限は 280,000 円 

余剰電力の売電有無  ☑有  □無 売電先（有の場合） ○○電力株式会社 

車載型蓄電池 

車 両 

登 録 日 ○○○○年○○月○○日 納 車 日 ○○○○年○○月○○日 

メーカー名・車種・型式 ※５ 
メーカー名 車種 型式 

○○ ○○○ ○○○ 

蓄 電 容 量 ※６ (C) 40 kWh 

補助金の額【(C)×20,000 円】※４,※７ (D) 800,000 円 

V 2 H 

工 事 着 工 日  ○○○○年○○月○○日 工 事 完 了 日 ○○○○年○○月○○日 

メーカー名・型式 ※５ 
メーカー名 型式 

○○ ○○○ 

補助対象経費（本体価格、税抜き）※８ (E)  1,100,000 円 

補助金の額【(E)×1/2】※４,※７ (F) 550,000 円 

補助金交付申請額【 （Ｂ）＋（Ｄ）＋（Ｆ） 】 1,630,000 円 

確 認 事 項 ☑ 国のＣＥＶ補助金の申請はしておりません。 

手 続 代 行 者 

事 業 者 名 ○○○○株式会社 ○○支店 

所 在 地 ○○○市○－○○－○○ 

責 任 者 名 支店長 ○○ ○○ 

担 当 者  
氏名 電話番号 メールアドレス 

○○ ○○ ○○○○－○○－○○○○ ○○○＠○○.jp 

※１…補助対象事業のうち最も早く事業着手した日を記載すること。 
※２…すべての補助対象事業が完了した日または支払いが完了した日のうち遅い方を記載すること。 
※３…太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ公称最大出力の合計とﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ-定格出力合計の低い方を記載すること（小数点第２位未満切捨）。 
※４…補助金の額は 1,000 円未満を切り捨てる。 
※５…「CEV 補助金」の（別表１）銘柄ごとの補助金（交付上限）額を参照の上記載すること。 
※６…バッテリーの総電力量を記載すること。 
※７…「CEV 補助金」の銘柄ごとの補助金交付額を上限とする。 
※８…V2H 設置に係る工事費は含まない。 
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様式第９号(第８条関係) 

 

補助金請求書 

 

  金   530,000 円 

 

 ○○○○年○月○日付け栃木県指令気対第○○号で額の確定の通知があった個人住宅用太陽光発

電設備等導入支援事業の補助金として、上記のとおり請求します。 

  

 

   ○○○○年○○月○○日 

  栃木県知事 様 

  

 住 所 ○○市○－○○ 

 氏 名 栃木 太郎 

 連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

  ※通帳の写しを添付してください 
                        （銀行名、支店名、種別、口座番号、口座名義（カナ）が確認できるも

の） 

 

 

※手続代行者が提出する場合、以下の欄を記入して下さい。 

・発行責任者 

 氏 名 ○○ ○○ 

 連絡先 ○○－○○－○○ 

 

・担当者 

 氏 名 ○○ ○○ 

 連絡先 ○○－○○－○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県から交付された「交付確定通知書」から転記 

 

請求書の真正性を担保するため、記入してください。 
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様式 10 号（第９条関係） 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金利用状況報告書 

 

   ○○○○年○○月○○日 

 

  栃木県知事 様 

 

住 所 ○○市○－○○ 

 

氏 名 栃木 太郎 

 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

 

 ○○○○年○○月○○日付け栃木県指令気対第○○号で交付決定のあった事業について、個人住宅

用太陽光発電設備等導入支援事業補助金交付要領第 14 条の規定により、下記の通り利用状況を報告

します。 

記 

 

１ 報告する設置設備の設置場所（住所） 

  ○○市○－○○ 

 

２ 事業完了日 

  令和５年 11 月 23 日 

 

３ 利用状況報告期間 

  令和５年 12 月１日 ～ 令和６年５月 31 日 

 

４ 利用状況等 

(1)月別発電量等 

 ①発電量（kWh） ②自家消費電力量(kWh) ③自家消費率(②/①×100) 

12 月 305 kWh 191 kWh － 

１月 267 kWh 214 kWh － 

２月 273 kWh 220 kWh － 

３月 306 kWh 259 kWh － 

４月 315 kWh 289 kWh － 

５月 371 kWh 301 kWh － 

合計 1,837 kWh 1,474 kWh 80.24 ％ 

(2)導入効果 

 系統電力年間消費量 二酸化炭素排出量 

効 果  1,837 kWh 0.84 t-CO2 

 

 ※ 添付書類 

（１）年間太陽光発電電力量が確認できる書類 

（２）年間自家消費電力量が確認できる書類 

県から交付された「交付決定通知書」から転記 

事業実績書（様式第７号）に記載した 

「事業完了日」を記載 

報告期間は、「事業完了日」の翌月１日

から６か月間 
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様式第 11 号（第 10 条関係） 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金変更承認申請書 

 

 

     ○○○○年○○月○○日 

 

  栃木県知事 様 

 

住 所 ○○市○－○○ 

 

氏 名 栃木 太郎 

 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

 

  ○○○○年○○月○○日付け気対第○○号により補助金の交付決定を受けた個人住宅用太陽光発

電設備等導入支援事業の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請

します。 

 

 １ 変更の内容 

  （  ）補助事業者の住所又は氏名（住所・氏名） 

      （変更後：                               ） 

  （ ○ ）太陽光発電設備の最大出力又は蓄電池の蓄電容量の変更（太陽光発電設備・蓄電池） 

      （変更後：4.5kW（変更前：5.5kW）               ） 

  （  ）定置用蓄電池の補助対象経費の変更 

      （変更後：                               ） 

（  ）その他 

      （                                     ） 

 

 ２ 計画変更の理由（住所変更の場合は記載不要） 

   例）施工前の最終調査の結果、屋根の形状等の理由により、太陽光パネルの設置枚数を減少さ

  せる必要があることが判明した。太陽光パネルの設置枚数の減少に伴い、出力の低いパワー

  コンディショナーに見直しを行う必要が生じたため。 

 

 

注）変更の内容については、交付申請書(様式第１号)に変更後の内容を記載し、本変更承認申請書

に添付してください。 

なお、変更部分は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記入してくださ

い。 

  

県から交付された「交付決定通知書」から転記 
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様式第14号（第11条関係） 

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金廃止（中止）承認申請書 

 

 

    ○○○○年○○月○○日 

 

  栃木県知事 様 

 

住 所 ○○市○－○○ 

 

氏 名 栃木 太郎 

 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

 

  

  ○○○○年○○月○○日付け栃木県指令気対第○○号により補助金の交付決定を受けた個人住宅

用太陽光発電設備等導入支援事業を次のとおり廃止（中止）したいので、承認されるよう申請しま

す。 

 

 廃止（中止）の理由 

  ○○○○○○ 

  

県から交付された「交付決定通知書」から転記 
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様式第17号（第13条関係）  

 

対象設備毀損（滅失）届出書 

 

  

    ○○○○年○○月○○日 

 

  栃木県知事 様 

 

住 所 ○○市○－○○ 

 

氏 名 栃木 太郎 

 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

 

 

 ○○○○年○○月○○日付け栃木県指令気対第○○号で交付決定のあった個人住宅用太陽光発電設

備等導入支援事業において取得した対象設備について、次のとおり毀損（滅失）しましたので届け出

ます。 

 

１ 毀損（滅失）した設備 

  太陽光発電設備 

 

２ 毀損（滅失）の時期 

  ○○○○年○○月○○日 

 

 

３ 毀損（滅失）の原因 

    ○○○○○○○ 

 

 

４ 今後の方針（修繕、買換など） 

  ○○○○○○○ 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

 対象設備の写真（現況） 

  

県から交付された「交付決定通知書」から転記 
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様式第18号（第14条関係）  

 

個人住宅用太陽光発電設備等導入支援事業補助金対象設備処分承認申請書 

 

    

    ○○○○年○○月○○日 

 

  栃木県知事 様 

 

住 所 ○○市○－○○ 

 

氏 名 栃木 太郎 

 

連絡先 ○○○○－○○－○○○○ 

 

 

 ○○○○年○○月○○日付け栃木県指令気対第○○号で交付決定のあった個人住宅用太陽光発電設

備等導入支援事業において取得した対象設備について、次のとおり処分したいので承認されるよう申

請します。 

 

 

１ 処分する設備 

  太陽光発電設備 

 

２ 処分の方法 

  （  ）売却 （  ）譲渡 （  ）交換 （  ）貸与 （  ）担保 

 （ ○ ）廃棄 （  ）その他（具体的に                 ） 

 

 

３ 処分の時期（予定） 

  ○○○○年○○月○○日 

 

４ 処分の理由 

    ○○○○○○ 

 

 

備考 

処分に当たり、設置者の責に帰さないやむを得ない事由がある場合は、処分の理由欄に事情を記載

すること。また、処分によって収益がある場合は、その額を記載すること。 

 

県から交付された「交付決定通知書」から転記 



 

 

 

申請に関するお問い合わせ先 

 

 

 

 

 

 

〒320-8501 栃木県宇都宮市塙田 1-1-20 県庁舎本館 11階 

栃木県 環境森林部 気候変動対策課 

カーボンニュートラル推進室 

TEL 028-623-3186 FAX 028-623-3259 

E-mail:chikyu-ondanka@pref.tochigi.lg.jp 

 


